日本版デュアルシステム訓練委託契約書

神奈川県立西部総合職業技術校長　○○　○○（以下「委託者」という。）は、○○○○株式会社　代表取締役社長○○　○○（以下「受託者」という。）と次のとおり委託契約を締結する。
（契約の内容）

第１条　この契約の内容は次のとおりとする。

（１）契約の目的　　日本版デュアルシステム訓練における委託型実習（以下「訓練」という。）の委託（内容は別紙「業務仕様書」のとおり）
（２）契約期間　　　令和○年○月○日から令和○年○月○日まで

（３）契約金額　　　○○，○○○円（積算内訳は別紙「業務仕様書」のとおり）
（４）契約保証金　　神奈川県財務規則第２８条第６号の規定に基づき免除する。
（５）代金支払場所　神奈川県指定金融機関株式会社横浜銀行県庁支店

（訓練実施状況報告及び履行確認）

第２条　受託者は、訓練終了後遅滞なく日本版デュアルシステム訓練委託型実習実施状況報告書（様式１）(以下「報告書」という。)により、委託者に報告しなければならない。

２　委託者は、訓練期間内に数回受託者の訓練場所を訪問し、その都度訓練の状況を確認しなければならない。
３　委託者は、報告書を受理したときは、速やかに訓練終了の履行確認をしなければならない。
４　前項の履行確認は、第２項に定める訓練の状況の確認及び報告書並びに第７条による報告に基づき行うものとする。
（委託料の支払）

第３条　委託料の支払いは、委託者が前条第３項の履行確認をした後、受託者から適法な請求書を受理した日から３０日以内に行うものとする。

２　委託者は、訓練期間中における就職、自己都合等により中途退所等をした場合の当該受講者に係る委託料は、日額に訓練が行われた日数を乗じて得た額とする。

　　ただし、契約期間内において、受講者本人の都合により欠席等があった場合については、原則として減額等の処理は行わないこととする。

（再委託の禁止）

第４条　受託者は、委託者から委託を受けた訓練の実施に係る業務を第三者に委託し又は請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ委託者の承認を受けた場合はこの限りではない。

（訓練の実施方法等）

第５条　受託者は、訓練の実施に当たり、次の各号を遵守しなければならない。

（1） 訓練に関係のない作業に従事させないこと。

（2） 訓練で作業を行う場合には、安全、衛生、その他の作業条件について、労働基準法及び労働安全衛生法の規定に準ずる取扱いを行うこと。

（3） 訓練担当者は、職業訓練指導員の免許を有する者、職業能力開発促進法第

30条の２の第2項に該当する者と認められた者若しくはこれに準じた能力を

持つものと認められる者等とすること。

（4） 訓練担当者は受講者概ね１０人につき１人の割合で置くものとすること。

（委託業務の内容の変更等）

第６条　受託者は、訓練の内容を変更しようとする場合又は訓練を中止しようとする場合は、事前に委託者の承認を受けなければならない。

２　受託者は、訓練の遂行が困難となった場合は、速やかにその旨を委託者に報告し、その指示に従うものとする。

（運営状況の報告）

第7条 受託者は、訓練終了後遅滞なく委託者に対して業務仕様書に定める訓練の運営状況に関する報告を行わなければならない。また、委託者の行う運営状況の調査を正当な理由がなく拒み、妨げ、又は忌避してはならない。

（秘密の保持）

第8条 委託者は、訓練の実施に関して知り得た個人情報及び受託者の業務上の秘密を、みだりに他人に知らせてはならない。受託者は、訓練の実施に関して知り得た受講者の個人情報を、みだりに他人に知らせてはならない。

２　受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、個人情報を取り扱う際には別記個人情報取扱注意事項を遵守しなければならない。

（災害の報告）
第９条　受託者は、受講者が訓練受講中に災害を受けたときは、速やかに委託者に通知するものとする。
（契約の解除）

第１０条　委託者は、受託者が次の各号のいずれかに該当するときは、受託者に対し、委託料の支払いを停止し、支払った委託料の全額若しくは一部を返還させ、又は契約を解除することができる。

（１）この契約（別記個人情報取扱注意事項を含む。）に違反したとき。
（２）この訓練の実施に係る基本的な部分において関係法令に違反し処罰の対象又は損害賠償の対象となったとき。
（３）公序良俗に違反し、社会通念上、この訓練を実施することがふさわしくないと委託者が判断したとき。
（４）この訓練を遂行することが困難であると委託者が認めたとき。
２　前項の規定により、この契約が解除された場合においては、受託者は、訓練の残務の処理が完了するまで、委託者受託者間の協議に基づき、責任をもって処理するものとする。

（損害賠償金）

第１１条　受託者は、この契約に違反し又は故意若しくは重大な過失によって委託者に損害を与えたときは、その損害に相当する金額を損害賠償として委託者に支払わなければならない。受託者が別記個人情報取扱注意事項に違反すると委託者が認める場合も同様とする。この場合、損害賠償の額は、委託者と受託者とが協議の上、別に定める。
（契約の費用）

第１２条　この契約の締結に要する費用は、受託者の負担とする。

（協議事項）

第１３条　この契約書に定めない事項については、委託者、受託者双方で協議して決定するものとする。

　この契約書の証として本書２通を作成し、委託者、受託者記名押印の上、各自１通を保有するものとする。

　　　令和○○年○月○日

　　　　　　　　　　　　　　　　委託者　　秦野市桜町２-１-３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　神奈川県立西部総合職業技術校

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　校　長　　○○　○○　　　

　　　　　　　　　受託者 　○○市○町○－○○　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ○○○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　代表取締役社長　○○　○○
業務仕様書

	訓練科名
	チャレンジプロダクトコース

	訓練人員
	　○人　（氏　　名）

	訓練実施場所
	　○○○○株式会社
（○○○市○○○○○○○○○）

	訓練実施期間
	令和○年○月○日から令和○年○月○日まで
（内訳）

令和○年○月○日、○月○日、○月○日・・・・・・・
（全○日）

	訓練実施委託料
	　　○○，○○○円

	
	（積算内訳）

訓練時間数　一人１日４時間以上

　　＠１，２００円×○○日×○人＝○○，○○○円
　　　　　　　　　　　消費税相当額　○○，○○○円
ただし、訓練時間数が一人１日４時間に満たない場合
　は、一人１日あたり６００円(消費税相当額６０円)とする

	訓練内容
	例）○○○○に関する訓練
（主に、○○○○を使用した訓練）

	運営状況
	1 訓練受講者の出欠席の管理及び指導

2 訓練の指導記録の作成

3 訓練受講者の欠席届等に係る各種証明書等の添付の確認及び提出指導

4 受講証明書、欠席・遅刻・早退届、添付証明書等の提出

5 災害発生時の連絡

6 訓練実施状況の把握及び報告

7 訓練受講者の能力習得状況の把握及び報告

8 その他委託者が必要と認める事項


　　別　記

個　人　情　報　取　扱　注　意　事　項

　第１　受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、個人情報を取り扱う際には、関係法令等の規定に従い、その取扱いにより個人の権利利益を侵害することのないよう最大限努めなければならない。

　第２　受託者は、この契約による業務を処理するに当たって知り得た個人情報を他人に知らせてはならない。

　２　受託者は、その使用する者がこの契約による業務を処理するに当たって知り得た個人情報を、他に漏らさないよう対処しなければならない。

　３　前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、また同

　　様とする。

　第３　受託者は、この契約による業務を処理するために委託者から提供された個人情報を漏えい、き損及び滅失（以下「漏えい等」という。）することのないよう、当該個人情報の安全な管理に努めなければならない

２　受託者は、委託者が承諾した場合を除き、前項の個人情報を従業者の自宅その他受託者の管理が及ばない場所に持ち出してはならない。

　第４　受託者は、この契約により取扱う個人情報の管理責任者を定めて書面により、委託者に通知しなければならない。

　２　管理責任者は常に個人情報の所在及び自己の管理状況を把握・管理し、必要

　　な指導を行う。

　第５　受託者は、この契約による業務を処理するに当たっては、必要最小限の役員・従業員（以下「使用者」という。）を管理責任者の監督の下で従事させるものとする。

　２　受託者は、使用者に対し、神奈川県個人情報保護条例第15条、第63条及び　第64条の内容を周知するとともに、個人情報の安全管理が図られるよう、必要かつ適切な監督を行わなければならない。

　３　受託者は、使用者に対して、第２の秘密保持について徹底して指導しなければならない。

　４　受託者は、使用者の退任、退職後の行為も含めて責任を負わなければならない。

　第６　受託者は、この契約の第4条ただし書きにより再委託をする場合は、再委託先に対して、個人情報保護に関する法令等を遵守させることとし、個人情報の漏洩等の事故が発生した場合にあっては、受託者の責任において対処するものとする。

　第７　受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、委託者から提供された個人情報が記録された資料等を委託者の指示又は承諾を得ることなく複写又は複製をしてはならない。

　第８　受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、委託者から提供された個人情報を委託者の指示又は承諾を得ることなくこの契約の目的外に使用し、又は第三者に提供してはならない。

　第９　受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、委託者から提供された個人情報が記録された資料等（複写、複製したものを含む。）を、業務完了後すみやかに委託者に返還又は消去するものとする。ただし、委託者が別に指示したときは、その方法によるものとする。

第10　委託者は、この契約による業務の処理に伴う個人情報の取扱いについて必要があると認めるときには、受託者に報告を求めることができるものとし、受託者は委託者から改善を指示された場合は、その指示に従わなければならない。
第11　受託者は、個人情報取扱注意事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うものとする。

第12　受託者は、この契約による業務を処理するため委託者から提供された個人情報の内容の漏えい等があった場合は、委託者に速やかに報告し、その指示に従わなければならない。
２　受託者は、前項の漏えい等があった場合には、速やかに被害を最小限にする　　ための措置を講ずるとともに、前項の指示に基づいて、当該漏えい等に係る事実関係を当該漏えい等にあった個人情報の本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態にする等の措置を講ずるものとする。
３　受託者は、委託者と協議の上、二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、可能な限り当該漏えい等に係る事実関係、発生原因及び再発防止策の公表に努めなければならない。

